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平成２０年８月２８日判決言渡

平成１７年 行ケ 第１０１５４号 特許取消決定取消請求事件( )

平成２０年６月２４日口頭弁論終結

判 決

原 告 エイディシーテクノロジー株式会社

同訴訟代理人弁護士 水 野 健 司

同訴訟代理人弁理士 毛 利 大 介

同 衛 藤 寛 啓

被 告 特 許 庁 長 官 鈴 木 隆 史

同 指 定 代 理 人 江 畠 博

同 山 田 洋 一

同 小 林 和 男

同 岩 崎 伸 二

主 文

１ 原告の請求を棄却する。

２ 訴訟費用は原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

特許庁が異議２００２－７０９６６号事件について平成１７年１月２０日に

した決定を取り消す。

第２ 事案の概要

１ 特許庁における手続の経緯

⑴ 本件特許

原告は，発明の名称を「放送内容受信装置」とする特許第３２１９７５

１号（昭和６３年６月６日原出願，平成１２年９月２７日分割出願，平成

１３年８月１０日設定登録。以下「本件特許」という。）の特許権者であ
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る。

⑵ 本件異議決定

本件特許に対しては，特許異議の申立て（異議２００２ー７０９６６

号）がされ，原告は平成１６年３月１７日に訂正請求をしたが（甲３），

特許庁は，平成１７年１月２０日，「訂正を認める。特許第３２１９７５

１号に係る特許を取り消す。」との決定（以下「本件異議決定」をした（

甲１）。これに対し，原告は，本件異議決定に対する取消しを求める訴え

を提起した。

⑶ 本件特許に係る訂正審判

本件特許に対し，原告は平成１７年４月２０日，訂正審判の請求（訂正

２００５ー３９０６６号事件，以下「本件訂正審判請求」という。）をし

たところ（甲８），特許庁は，上記請求を審理した結果，平成１８年１月

６日，「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決をした。これに対

し，原告は，平成１８年２月１５日，上記審決の取消しを求めて東京高等

裁判所に対し訴訟を提起したところ（甲８），知的財産高等裁判所は，平

成１９年１月２５日，上記審決を取り消す旨の判決をした。特許庁は，再

度の審理をした結果，平成１９年１２月１１日，「本件審判の請求は，成

り立たない。」との審決をした。これに対し，原告は，その取消しを求める

訴訟を提起した（当庁平成２０年（行ケ）第１００１８号。以上の事実は当

裁判所に顕著である。）。

２ 本件特許に係る明細書の特許請求の範囲

本件訂正審判請求前における本件特許の明細書（甲３，６）の特許請求の範

囲の記載は，次のとおりである。

【請求項１】受信された，テレビの放映内容から，指定されたチャンネルを

抽出するチューナを備えた放送内容受信装置において，

少なくともテレビの各番組内容とその開始時刻とその放映チャンネルとを含
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む情報を，外部から当該放送内容受信装置のＲＡＭに一旦に取り込む入力手段

と，

前記入力手段によりＲＡＭに取り込まれた上記情報から，当該放送内容受信

装置の電源を投入した日の各チャンネルのテレビの番組内容を取り出して，チ

ャンネルの違い毎にテレビ受像機に縦もしくは横の内の１方向に並べて表示す

るチャンネル表示手段と，

当該放送内容受信装置の電源を投入した日の，前記入力手段により取り込ま

れた上記情報中の同一チャンネルの番組を，その放送順に，上記１方向と垂直

な方向に並べて，上記テレビ受像機に表示する放送順序表示手段と，

該放送順序表示手段及び上記チャンネル表示手段により上記テレビ受像機に

表示されたテレビの番組内容の中から任意の番組内容が表示されている位置を

指定するための位置指定手段と，

該位置指定手段により指定された位置に表示されている番組内容を，指定さ

れなかった位置の番組内容と識別可能に表示する識別表示手段と，

該識別表示手段にて識別可能に表示された箇所に対応する番組内容を所望の

番組として設定するための設定手段と，

該設定手段にて設定された箇所に対応する番組のチャンネルを上記情報から

取り出して，所望の番組のチャンネルとして設定するチャンネル補完手段と，

上記設定手段にて設定された箇所に対応する番組の開始時刻を上記情報から

取り出して，所望の番組の情報として設定する開始時刻補完手段と，該開始時

刻補完手段により設定された開始時刻になると，上記チャンネル補完手段によ

り設定されたチャンネルを上記チューナに抽出させる放送内容出力手段と，

前記チューナにより復調されたチャンネルの映像信号を一旦ビデオメモリに

蓄えた後，出力する映像出力部とを備え，

前記位置指定手段がカーソルキーであり，しかも上下左右の番組に選択箇所

を移動可能なものであることを特徴とする放送内容受信装置。
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第３ 当裁判所の判断

原告は，本件異議決定に対する取消事由を主張していないところ，本件訂正

審判請求については，前記第２，１⑶のとおり，特許庁により「本件審判の請

求は，成り立たない。」との審決がされ，同審決に対する取消訴訟（当庁平成

２０年(行ケ)第１００１８号）は提起されているものの，本件訂正審判請求に

係る訂正を認める審決は確定していない（なお，前記取消訴訟につき，当庁が

平成２０年８月２８日に原告の請求を棄却する判決をしたことは，当裁判所に

顕著である。）。

そうすると，本件異議決定については，これを取り消すべき違法はない。

よって，主文のとおり判決する。

知的財産高等裁判所第３部

裁判長裁判官 飯 村 敏 明

裁判官 中 平 健

裁判官 上 田 洋 幸


